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■高金利や輸出伸び悩みが下押し要因 

インドネシアの 4～6 月期の実質 GDP 成長率は前年

同期比＋5.0％と、前期（同＋5.1％）からやや減速した

（右上図）。需要項目別では、4 月のイスラム教の大祭

（レバラン）に支えられ、個人消費は同＋4.9％と前期（同

＋4.9％）の伸びを維持した。また、主に金属製錬所向け

の対内直接投資が増加したことで、総固定資本形成が

同＋4.4％と前期（同＋3.8％）から伸びを高めた。こうし

た投資の拡大が、鉄鋼やニッケル等の鉱産資源の供給

力を増強させ、輸出は同＋8.3％（前期同＋1.4％）と加速

した。一方、政府消費は同＋1.4％と前期（同＋19.9％）

から大幅に落ち込み、GDP を押し下げた。2024 年 2 月

に投票が実施された大統領選挙関連の支出増加による

押し上げ効果がはく落したことが影響している。 

先行きの景気も勢いを欠く展開が続く見通しである。

企業の景況感は悪化しており、7 月の製造業 PMI は約

3 年ぶりに節目の 50 を下回った（右下図）。家計の消費

マインドも悪化しており、レバランによる押し上げ効果が

はく落した 5月以降、消費者信頼感指数は 4ヵ月連続で

前年割れとなっている。高金利が内需全体の下押し圧

力となっており、とくに、オートローン金利の高止まり等

から、7月の自動車販売台数は 13 ヵ月連続で前年割れ

となる等、耐久消費財の不振が続いている。インドネシ

ア中央銀行は 9 月に 0.25％ポイントの利下げに踏み

切ったものの、利下げ効果の波及には時間を要するため、内需押し上げが本格化するのは本年終盤以降とな

る見込みである。 

外需の勢いにも弱さがみられる。7 月の米ドル建輸出額は前年同月比＋6.6％と、全体では堅調に推移した

ものの、米中向けは伸び悩んでいる。今後、米中経済が一段と減速する場合、インドネシアの財輸出が下振れ

る恐れがある。加えて、インドネシアでは周辺国と比較してビザ規則の緩和が遅れている影響で、中国人を中

心に外国人観光客の客足が鈍っており、サービス輸出の回復力も弱いと考えられる。 

 

■2025年予算案を上程 

8 月、政府は国会に 2025 年の予算案を提出した。ジョコ政権は、通貨ルピアの下支えや投資呼び込みを目

的に財政規律を重視する姿勢を示しており、予算案では財政赤字額を GDP比 2.53％と 2024年の 2.7％から縮

小させている。一方、10 月に大統領に就任するプラボウォ氏はポピュリズム政策を打ち出しており、学校給食

の無償化や幼児・妊婦への栄養支援の拡充等財政支出を増加させる構えである。現政権の路線を外れて財政

規律が弛緩すれば、通貨安によるインフレ再燃や対内投資の呼び込み失敗等を通じて景気後退圧力が強まる

恐れがある。 
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